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情報処理費の利用部門への配賦
西　澤　　脩
1　本杜費としての情報処理費の配賦
（1）NAAの本杜費配賦の統一原則
　米国会計人協会（Nationa1AssociationofAccomtants：NAA）は，情
報処理費（infomation　system　costs）を含む本杜費について，1980年に主
要会杜123杜を実態調査し，その結果を1981年にr本杜費配賦』（“The　Al－
location　of　Corporate　Indirect　Costs”）として出版Lた。ωまたその調査結
果を基に1985年にr管理会計原則』（Statement　on　Management　Accomt－
in9）の第4号B　r本杜費配賦』（“Allocation　of　Se岬ice　and　Adminiらtra．
tive　Costs”以下，SMA4Bと略称）として公表した。1到清報処理部門が本
杜に設げられる場合，樽報処理費は本杜費の一部を構成するが，このような本
杜費とLての情報処理費の配賦には，次の2つの方法がある。
①会計期間別配賦……各会計期問に本杜費を配賦する方法（例えぱ，滅価償却
　によって，建物の敢得原価を当該建物の使用期聞に配賦する）
②原価計算対象別配睡……一会許期間の本杜費を，当該期間において原価を測
　定すべき原価計算対象（cOst　Objectives）に配賦する方法
　SMA4Bは，このうち，後者の原価計算対象別配賦をとりあげ，利用部門
に対する配賦問題を論究した。もちろん，配賦問題は，配賦目的や対象原価に
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よって相違するので，次のように大別し，各別に配賦間題を検討した。
a　財務報告又は原価基準の価格決定のために，原価計算対象別の全都原価
　（fu1ユcosts）を計算する場合
b　業績評価のために，原価計算対象別の責任原価（responsibility　cOsts）を
　言十算する場合
c　意思決定のために，原価計算対象別の差額原価（differential　cOsts）を
　計算する場合
　その結果，同基準は，情報処理費等の本杜費の原価計算対象への配賦につい
て，次の勧告を行たったことは，帽］高く評価できる。
a　本杜費を配賦することは，管理会計目的からは，実施する意思決定の目的
　や，各事例への適用理由のいかんによって，適切とされることもあれぼ，不
適切とされることもある。それ故，管理会計担当考は，将来配賦する際の主
要目的に従って，どんな規準が結局のところ当該環境に最も適しているかを
決定すべきである。
b　経済的業績を客観的に測定するためには，配賦基準は因果関係か便益を反
映Lたものでなけれぼならない。
C　全部原価計算目的からは，所定の配賦法に基づいて配賦すべきである。こ
の場合には，原価計算基準審議会が定めた基準を考慮すべきである。
d　責任原価計算目的からは，次のように取り計らうべきである。
①　都門管理老の行為に関連のない配賦本杜費の差異に対し，当該管理者の
　責任を遣及してはならない。それ故，予定又は標準の配賦率若Lくは配賦
　額を使用することが適切な場合にのみ，本杜費を配賦すべきである。
②原価計算対象の管理考が直接管理している本杜費に当該管理考の注意を
　　向げさせるため，配賦本杜費は共通本杜費と区分すべきである。
e　差額原価計算目的からは，関連原価（releVant　COStS）だげが。検討申の
特定の代替案に関違する未来原価となる。
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　上記の中心は，業績評価目的の配賦にある。SMA4Bは，この点について
は，さらに次の一般原則を示してい飢ω
a　責任原価は，会杜に最も利益となるように責任中心点の管理者を行動させ
　ることを目的とした原価である。実際原価と予算原価又は計画原価とを比較
　することは，この目的を達成するための方式として役立つ。
b　責任原価計算目的からは，以下の場合には，本杜費を責任中心点に配賦す
　べきである。
　①　原価中心点の管理者の行動によって，間接的に本杜費が影響を受げる場
　　合
　②本杜が責任中心点に提供する経営資源を指示する際に，本杜費を考慮す
　　ることが有用と考える場合
　③　責任中心点の業績と，当該本杜費を独自に消費Lている独立会杜の業績
　　とを，効果的に比較するのに本杜費が役立つ場合
　④　製品の価格決定に本杜費を使用する場合
C　ある種のスタッフサービス（例えぱ，コンサルティング，監査又は法務
　等）の利用を奨励するために，当該サービス費を責任中心点に課さない場合
　が多い。責任中心点に課す時でさえ，全都原価以下の金額しか課さないこと
　が多い。
d　一般に管理不能な本杜費は，管理者が管理できる本杜費と区分して報告す
　べきである。このため，適用可能な限り，標準配賦率を使用すべきである。
（2）情報処理費配賦の個別基準
　前記は，情報処理費を含む本杜費の配賦原則であるが，このうち清報処理費
だけについては，NAAは，1987年にSMA第4号Fとして，『情報システム
費の配賦』（“Al1ocation　of　Infomati㎝Systems　Costs”一以下，SMA4F
と略称）を公表し，その結論を次のように示した。㈲
　r清報処理費は，全部原価計算目的からは配賦すべきであり，また責任会計
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目的からは配賦する場合があるが，差額原価計算目的からは，検討中の特定の
代替案に関する未来原価だげが，関連原価となる。」
　このうち最も間題となるのは，責任会計目的から責任原価を計算する場合で
あり，この点については，次のように詳述している。㈲
a　責任会計目的からは，次のとおり敢扱う。
　①適切な場合には，一般に予定又は標準の配賦率若しくは配賦額を使用L
　　て，配賦を行なうべきである。現場部門管理者は，自己の活動と関係のな
　　い本杜費配賦額の差異について責任を負う必要がないからである、．
　②原価計算対象の管理者の関心を，各自が直接管理しうる費用に向けさせ
　　るため，配賦費用と不配賦費用を区分すべきである。
b　責任会計目的からは，予定原価又は標準原価に基ずいて，管理可能な情報
　処理費を利用部門に配賦することによって，情報処理費を管理す私かかる
　配賦計算には，適切な方法が幾つか存する。
2　情報処理費の意義と配賦の長短
（1）情報処理費の種類と原価要素
　上述した情報処理費とは，果して何か。SMA4Fは，情報処理費を情報処
理システム費（infomation　system　costs）と呼び，次の3種に大別してい
る。㈹いま参考までに，その大要を筆者の理解により図示しておけぱ，第1図
のとおりである。
a　情報処理システム開発費（system　deve10p㎜ent　cOsts）には，企業化分
　析，概念設計及び詳細設計，コーディング，テスト，訓練，維持，その他新
　システム又は新アプリケーショ1■を開発する際に必要なすべての活動に要す
　る費用が含まれる。
b　情報処理システム運用費（0perating　cOsts）は，情報処理設備を日常運
　用するのに要する人件費とその他の費用のことで，その中にはハードウエア
　942
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第1図　情報処理費の原価要素と配賦可否
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コソピユータ．ソフトウエア保守費
→全部原価計算目的・
→責任原価計算目的・・
→差額原価言十算目的一
…・・法規等に基づいて配賦
一標準率で受益部門に配賦
一関連原価のみ配賦
　とソフトウエアと遠隔通信機器の使用費が含まれる。
c　コンピユータ．ソフトウエア保守費（softwaremaintenan㎝cecosts）
　には，妥当な全取引が適正に処理されていること，妥当でない取引の訂正が
適宜なされていること，及び新手続が設計・テスト・使用されていることを
　確かめるために，最新の処理サイクルを監視するための費用が含まれる。
　上記の各費用の内容をSMA4Fにより詳述すると，以下のとおりであ
る。ω
a　コンピュータ・ハードウエアは，情報処理部門又は利用部門内に存する物
的設備から構成されている。ハードウユアを単一の利用部門が専用Lている
場合には，ハードウユア費（減価償却費と運用費を含む）の全額を，当該利
用部門に賦課する。これに対し，ハードウエアを複数の利用部門が兼用して
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いる場合には，当該利用部門に適切な基準で配賦すべきである。
b　コソピュータ・ソフトウエアによって，初めてハードウエアが使用可能と
なる。当該ソフトウエアは，コンピュータ本体やミニコソについては，設備
　メーカーが提供するのが通例であるが，マイコソのメーカーが提供すること
　もある。コンピュータ・ソフトウユア費が設備費に含まれている場合には，
　「ハードウエアとバンドルされている」というが，当ソフトウエアが励料金
　となっている場合には，「バソドルされていない」という。コンピュータ・
　ソフトウエア費は，ハードウエア費と同じ方法で，利用部門に賦課するか又
　は配賦すべきである。
C　アブリケーショソ・ソフトウエアは，杜外の会杜から購入するか，特定の
利用部門に作成してもらうか，特定の利用部門向げに作成してもらうのが通
例である。杜内で使用するためのソフトウエアの費用は，資産に計上するか
費用処理するが，当該費用又は償却費は，当該利用部門のために特別にソフ
　トウユアを作成する場合には，単一の利用部門に賦課すべきである。
d　遠隔通信のハードウエアには，端末，変復調装置，マルチプレクサ等の類
似設備が含重れる。その運用費は，各種ハードウエアの所在地と，使用する
通信リンクの種類によって相違する。ここに通信リソク　（COmmuniCatiOn
　1ink）とは，メッセージを送信する伝送媒体のことである。
e　集中情報システム設備の場合には，すべてのデータを，利用部門から清報
処理部門に直接送信Lたげれぱならない。利用部門が入力用紙を情報システ
　ム部門に入力するために直接送信する場合には，通信費は，その全部が・入
　カ用紙の通信費から構成される。しかし，その入力を利用部門が行なう場合
　には，通信費には，ハードウエア費とソフトウエア費のほかに，接続時間費
　や通信リソク費が含まれる。
（2）情報処理費を配賦する際の長所
　責任会計目的から，本杜費を利用都門に配賦すべきか否かについては，第1
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第1表　責任会計目的の本杜費配賦の賛否両論
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　配賦本杜費カミ存するので，部門利益はその一部を補償するに足るもので次け
れぱならないことを，部門管理者に知らせる。
都門利益を全杜利益に連動させる。
所要の共通本杜費を各都門が使用した金額を，配賦によって適正に知らせる。
部門管理老が配賦本杜費を統制するよう刺激を与える。
共通本杜サービスの活用を奨励する。
　本杜費は個々の部門とは関係がないので，配賦は盗意的となり，都門利益が
歪められる。
部門管理老が統制できない本杜費を，当該管理老に負担させてしまう。
本杜費を配賦しても，報告する部門利益に決定的な影響は生じない。
適正な配賦方法について，部門管理老の同意が得られない。
本杜費配賦に必要な費用の方が，それから得られる潜在酌利益を超えてしま
う。
表のような賛否両論が見受けられる。⑧情報処理費のうち本杜費に属するもの
については，これと同様の見解が示されているが，SMA4Fは，情報処理費
に関Lては，r情報処理費を利用部門に配賦するか否かの決定ぱ，管理会計上
の間題であり，使用する概念や，各杜の実清や環境によって相違する」とした
うえで，利用部門に配賦する際の長所として，次の2点をあげている。胞］
a　配賦によって，利用部門の関心が高まる。……利用都門に情報処理費を配
　賦すると，管理者に情報処理サービスの利用状況を監視させ・さらに清報処
　理部長と代替的解決策を討議させることができる。
b　配賦によって，操作や資源配分が能率的となる。……膚報処理費を利用部門
　に配賦すると，どの清報サービスを使用するのが得か，そのサービスをどの
　程度広範に使用すべきかを決定するのに役立つ。さらに情報処理部長は情報
　システム費をより厳密に監視するようになるが，それは，経理部や内部監査部
　だけでたく利用部門も槍報処理費を詳細に調査するようになるためである。
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（3）情報処理費配賦の短所
　反面，清報処理費を利用部門に配賦すると，各種の欠点も生じる。この点に
ついてSMA4Fは，r情報処理費の配賦は，有効な責任会計の用具であり，
一般にその採用が推賞されるが，配賦にまつわる間題が多いため，配賦による
利益を代無しにしてしまう場合もよくある。」としたうえ，利用部門に情報処
理費を配賦しないことに賛成する意見として，以下の5点を示している。虹o
a　鴬報処理費を配賦すると，新コソピュータ・アプリケーションの開発を阻
　害したり，情報処理部門と利用部門との葛藤を引き起こすことがある。新ア
　プリケーショソを利用部門の一部が使用できないときは，当該アプリケーシ
　ョソ費は，単一又は少数の利用部門が負担しなげれぱならたい。この場合に
　は全部原価を配賦すると，利用都門に不公平とたるので，利用部門が新アプ
　リケーションを使用する妨げとなる。
b　配賦金額を計算する費用の方が，配賦からえられる利益を上回ってしま
　う。
c　他の目的に使用できるシステム資源が，配賦に使用されてLまう。
d　配賦金額を計算することが容易ではなく，配賦額の計算に使用する手続を
　利用部門に説明することが困難な場合が多い。
e　情報処理費を配賦すると，現在でも複雑な経理システムの管理がさらに一
　段と複雑になってしまう。
　このように賛否両論が存するが，少なくとも責任会計目的からは，情報処理
費は利用部門に配賦すべきである。問題は，いかなる配賦方法，配賦基準又は
配賦手続を使用し，上記の短所を補完するかにある。
3　情報処理費配賦の方法・基準・手続
（1）情報処理費を配賦する方法
　借報処理費を利用部門に配賦する方法は，情報処理部門を原価中心点（COSt
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center）とするか利益中心点（pr0丘tcenter）とするかによって，次の4法
を識別することができる。
①　全部原価法（fu11costi㎎）……情報処理部門を原価中心点とし，当該費用の
　全額を利用部門に配賦する方法
②全部原個i以下法（1・s・セh・nf・l1…ti㎎）……情報処理部門を原価中心点とL，
　当該費用の一部を利用部門に配賦する方法
③原価加算利益法（c・st　plu・pm趾）……情報処理部門を利益中心点とL・当該
　費用のほか利益をも利用部門に配賦する方法
④　市価法（market　price）……情報処理部門を利益中心点とL，当該市価を利
　用都門に配賦する方法
　これらの4法を適用するに当っては，下記の諸点を十分に配慮する必要があ
る。ω
a　全部原価法においては，情報処理費の全額を利用部門に配賦するが，遊休
　設備費を加算する結果，配賦率が高くなると，情報処理サービスを活用する
　妨げとなることがある。
b　全部原価以下法を使用すると，情報処理設備をフル稼動させるのに役立
　つ。当法は，コソピュータ化の初期段階では特に有用であるが，コンピュー
　タ設備の遇剰使用をもたらし，阻害や遅延を引き起こすこともある。
C　原価加算利益法では，情報システム部門は，企業の有形・無形の設備投資
　額から適切な投資利益率をあげるべきであるという考え方をとっている。
d　市価法では，杜外のコソピュータ・サーピスを利用する場合に情報処理サ
　ーピスに支払うべき価格に近い金額を使用するが，このような市価は算定が
　困難であったり，存在しないこともある。
　SAM4Fは，これらの各法について，次の2つの繕論を示している。胸
a　情報処理費の利周部門への配賦は，全部原価か全部原価以下の金額に基づ
　いて行なうが，適切汰投資利益率（マークアヅプ）をあげるため，原価加算
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　利益額か市価で行なうこともある。
b　選択する配賦法は，適切でかつ便用可能なものでなければならないので，
　どの方法を選択するかは，企業の組織や目的やコンピュータ化の段階によっ
　て決める。
一（2）情報処理費を配賦するための基準
　情報処理費等の本杜費の配賦基準（a1iOcati㎝basis）は，いかに選定した
らよいか。そのためのガイドラインとしては，次の4つの配賦規準（a1l㏄a－
tiOn　Criteria）をあげることができる。
①便益規準（bene耐）……享受した便益を表わす諸基準
②因果関係規準（・・u・・）……因果関係を端的に示す諸規準
③公正規準（faimeSS）……公正で公平に配賦しうる諸基準
④費用負担能カ規準（abi1itytobearthecOst）・…・・配賦費用を負担しうる能力
　を測定する諸基準
　SAM4Bによれぱ，これらの4規準のうち最も一般に使用されている2つ
の規準は，便益規準と因果関係規準であり（第2図参照），次の特質がある。㈱
第2図　情報処理費等の本杜費の配賦規準と配賦基準例
■
配賦規準 椿報処理費等の本社費の配賦基準例
→純　資　産
→従業員データ（例えば，人事都費は従業員数で配賦）
便益規準一一一→複数要素の組合せ（例えぱ，本杜役員報酬こ使用）
→見積時問又は使用量（例えぱ，法務及び政府関係都費に便用）
■　　…　　　　　　一　■　■　　■　　■　’　■　皿 皿　止　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L　I　－　　　1
→売　上　高
因果関係規準一’→見積時間又は見積使用量（使えぱ，経理部費に使用）
→仕入注文書数（例えぱ，仕入都費に使用）
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a　例えば，便益規準を本杜費に適用できるのは，原価計算対象は本杜費の便
　益を受げているため，その一部を負担すべきであると考えられているからで
　ある。
b　他方，利用老である原価計算対象が当該本杜費の発生を左右する場合には，
　因果関係規準を本杜費に適用することができる。しかし，r便益」や「因果
　関係」という用語の使用には，相当のあいまいさがあり，両考は椙互代替的
　に使われることが多い。
C　公正規準もよく論議の対象とされるが，幅広い用語なので，日常広く使用
　することは困難である。
d　費用負担能力規準は，利益を基礎とした配賦基準であって，創業期の事業
　部や製品種類に対Lて使用される。当規準は，管理著の行動に機能障害を及
　ぽすので，隈定して使用すべきである。
　椿報処理費等の本杜費の便益又は因果関係規準とLては，労務基準，機械基
準，複合基準がある。SMA4Fは，rこれらのうち，いかなる配賦基準を使用
するかは，所要の費周や特定の環境によって決められる」としたうえ，次の特
質を示している。ω
a　労務基準（作業時間基準や労務費基準）は，労務費が総情報処理費の大半
　を占める場合に適切とされる。このような一例としては，高水準の情報処理
　システムの開発費と保守費がある。
b　機械基準費又は中央処理装置（CPU）使用時間基準は，機械使用時間費が
　総情報処理の大半を占める場合に適切とされる。このような一例とLては，
　運用費が主体をなLており，情報処理システムの開発費と保守費は余り重要
　でない場合がある。
C　複合基準（例えぱ，作業時間と機械使用時間又はその他の基準を併用）が，
　適切と思われる場合もある。しかし，このような複合基準は，計算したり使
　用することが困難なので，慎重に検討すべきである。
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　上記の配賦基準の1つを使用するか2つ以上を併用するかについては，次の
2法がある。
①　単一要素法（single　factOr　bヨse）……単一の配賦率によって，情報処理費を
　利用部門に配賦する方法
②複数要素法（mu1tiplefactOrbase）・一利用部門が実際に受入れた情報サー
　ビスに対して，別個の配賦率で情報処理費を配賦する方法
　SMA垂Fは，これら両方式について，次の敢扱いを定めている。蝸
a　単一要素法は，傍報処理が複雑ではなく，かつ（又は）類似の情報処理に
　主として使用する場合に最も適切とされる。このような場合には，例えば次
　式に示すように，利用部門が便用する時間に基づいて配賦する。
　　利用部門への配賦金額＝配賦率X使用時間
b　複数要素法においては，利用部門は自已の消費する特定の経営資源につい
　て配賦を受けるので，単一要素法より複数要素法の方が有用とされるのが通
　例である。しかし，すべてのアプリケーションが，同量のコンピュータ時間
　又はコンピュタ資源を使用するものではない。例えぱ，あるアプリケーショ
　ソは，約同一の稼動時間を要する他のアブリケーショソよりも，入出力装置
　を余分に利用することが必要な時もある。この場合には，最初のアプリケー
　ションの利用部門は，多くのコソピュータ資源を使用するので，多額の情報
　システム費を支払わなげれぱならない。当法には，複雑なコソピュータ操作
　や制御システムが通常必要なので，単一要素法より費用が割高となることを
　留意すべきである。さらに，複数要秦法は，利用部門に説明することが困難
　な場合が多い。
C　複数要素法は，通信量が老大な情報処理については，一層適切とな飢こ
　の場合，通膏費を配賦するには，例えぱ，次式を使用する。
　　利用都門への配賦金額＝通信費単価X通信量キシステム費単価Xシステム利用量
上式は，2つの要素しか併用していないので，単純であるが，当式を拡大し2
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つ以上の要素を併用することもある。
（3）情報処理費を配賦するための手続
　情報処理費の配賦手続としては，次の2法がある。
①実績配賦率法清報処理費を実績配賦率に基づいて利用部門に配賦する
　方法
②標準配賦率法……情報処理費を予定又は標準の配賦率に基づいて利用部門
　に配賦する方法
　SMA4Fは．この点にっいては，r責任会計目的からは，受入れた情報処
理サービスに対して，利用部門に情報処理費を配賦すべきである。当該配賦に
当たっては，大低の場合，予定又は標準の配賦率を使用すべきである」と明示
し，標準配賦率法を推賞している。その理由として・r現場部門管理老は・自
己の活動と関係ない本杜費配賦の差異について責任を負う必要がないからであ
る」と指摘Lている。㈹換言すれぱ，実績配賦率法を使用すると情報処理部門
の能率や稼動率によって配賦率が増減し，その結果，利用部門に対する情報処
理費の配賦額が増滅してLまうからである。標準配賦率を使用する場合には，
実際配賦額と標準配賦額との聞に原価差異が生ずる・
　さらに，次の何れの方法を使用すべきかの間題も生ずる。
①　単一配賦率法……情報処理費を単一の配賦率で利用部門に配賦する方法
②複合配賦率法・一情報処理費を分類し，各別に別個の配賦率で利用都門に
　配賦する方法
　情報処理費が少額の場合は，例外として単一配賦率法も認められるが，原則
として複合配賦率法を使用すべきである。この場合には，情報処理費を固定費
と変動費に分解するか，又ぱ適用期間を区分L，各期別に異なった配賦率を適
用する。例えぱ，米国会計検査院（GAO）基準は，ω前考については，rサー
ビスの実施頻度や実施量に比例Lて増減する変動費は，提供したサービスを基
準として配賦するが，固定費は，利用部門又は利用部門のアプリケーショソに
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付託したか又は專用させた容量に基づいて，一定期聞の見積額を配賦する」方
法を示している。後者にっいては，r例えぱ，一目又は一週のあるピーク時の
使用部分や、提供するサービスの優先権や組合せが相違するものについては，
高率の配賦率を使用してもよい。反対に，閑散期や，サービスの制約期や応答
の需要が少ない時期には，低率の配賦率を設定してもよい」と示唆している。
4　目米における情報処理費の配賦実態
（1）米国におげる情報処理費の配賦実態
　NAAが1980年に米国主要会杜123杜を調査した繕果，情報処理費（配賦
91杜，不配賦33杜）の配賦について，以下の実態が判明した。㈱
①情報処理費等の本杜費の配賦
　情報処理等の本杜費を利用部門に配賦するか否かについては賛否両論が別れ
ているが，その理由を一表にとりま’とめてみると，第2表のとおりである。
②情報処理費の会計処理
　情報処理費を配賦するに当たって，A全額又は一部を直接費とするか，B全
額間接費とするか，又はC共通本杜費とするかの取扱いは，次のように規模別
等によって相違するが，直接費扱いする会杜が過半数を超えている。
a全杜合計……Aは68％，Bは20％，Cは12％
b会社の規模別
　。小会杜一一Aは61％，Bは33％，Cは6％
　。中・大会杜…Aは69％，Bは19％，Cは12％
C集権制と分権制の別
　。集権割会杜…Aは54％，Bは34％，Cは12％
　。分権制会杜・・Aは78％，Bは10％，cは12％
③情報処理費の配賦状況
　情報処理費を利用部門に，D全都配賦するか，E一部配賦するか，F配賦し
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第2表　米国における椿報処理費等の本杜費の配賦実態
配賦又は不配賦の個別理由
本杜費がかかっているため，利益中心点の利益は本杜費の一部
を補償するに足るものでなければならないことを，利益中心点
の管理老に知らせるため。
　　　全利益中心点の利益の総額を全杜利益に一致させ，利益中心点
　　　の利益と全杜利益を結びつけるため鉋配
賦各利益中し点が重嚢な本社サーピスを利用した割合を適正に反
　　　映した配賦方法を使用するため。
理　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　一
　　　利益中心点の管理者が本杜管理老に，本杜費の管理を促すため。
由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿
配賦しないと活用されないであろう本杜サーピスの利用を奨励
するため。
実
82杜
52
59
42
21
63
態
90％
57
65
46
23
国税と地方税の節税を図るため。
その他
本杜費は個々の利益中心点と関連がないので，配賦が盗意的と
なり，報告する利益中心点の利益が歪められてしまうので。
不　　利益中心点の管理老は，管理不能注本杜費を負担するごとを拒
　　　むので。配
賦本杜費は・金額が比較的少額で報告する利益中心点の利益に
　　　大きな影響を及ぼさないため。
理
　　　利益申心点の管理老ば，配賦方渕こ同意できないため。由
本杜費配賦の事務費が，配賦メリットを上回ってしまうため。
その他　　　　　　　’
26
22
79
67
24
6　　18
9
1
27
3
たいかは，目的により次のように相違するが，全部配賦する会杜が最も多く，
過半数に達している。
　。業績評価目的……Dは62％，Eは27％，Fは11％
　。原価基準の価格決定目的……1）は57％，Eは14％・Fは29％
　。意思決定分析目的一・・Dは50％，Eぽ22％；Fは28％
　　。財務報告目的……Dは5工％，Eは21％，Fは28％
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配
賦
有
無
配
賦
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由
第3表
　　　　早稲田商学第344号
わが国における電算都費等の本杜費の配賦実態
配賦又は不配賦の現状と理由
業績評価のため本杜費を現場都門に配賦している。
業績評価のため本杜費を現場都門に配賦していない。
合　計
本社費をも補償すべきことを知らせるた狐
現場部門の純利益を算出するため。
本杜サービスの利用度を反映させるため。
本杜における経費節減を促すため。
その他
合　計
本社費配賦が盗意的となるため。
不　　現場部門には本杜費は管理できないため。
配
賦配賦に費用と手間が必要以上かかるため。
理
由　　その他
合　計
実　　態
87杜　75．O％
2912舳
116 100．0
・・1…
・・1…
・・i…
・・卜・
1　　　0．6
…1・…
5　　15．2
・・1蛆・
・い・・
・j肌・
・・1・・α・
④構報処理の配賦基準
　情報処理費を配賦するための基準を，使用会杜数の多い順に列記してみると，
次のようである。
　。清報処理の作業時間・一・…・………・・……18杜
　。作業時間と機械運転時間の加重平均……11杜
　　。コソピュータの稼動時閻一…一一一・・5杜
　　。漂準時間・……・…一・・……………一一・・4社
　　。売上高一・…一・……・・………一・一・・一4杜
（2）わが国における情報処理費の配賦実態
　筆老が1988年にわが国主要会杜122杜を調査した結果，電算都費の配賦等
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について，以下の実態が判明した。匝勃
①　電算部費の所属
　電算部（コソピュータ・セ1■ター，清報システム部等を含む）が本杜に設げ
られている場合には，電算部費は本杜費に算入される。その実態は，次のよう
に業種により相違するが，7割上（農林等は例外）が本杜費に算入している。
　。農林・水産・建設業……12杜中6杜（50．0％）
　。消費財製造業……………30杜中26杜（鮒7％）
　。生産財製造業……・…・…・30杜申22杜（73．3％）
　。金融・証券業……………18杜中14杜（77．7％）
　。商業・サーピス業………17杜中14杜（82．4％）
　。その他業一一…………15杜中13杜（86．7％）
　。合　　計………………122杜中95杜（77．9％）
②電算部費等の本杜費の配賦
　電算部費等の本杜費を利用部門に配賦するか否かについては，第3表のよう
に，業績評価のためには75，O％の会杜が配賦している。その配賦理由としては，
本杜費の補償と純利益の算出をあげる会杜が7割に及んでいる。LかL，業績
評価のために配賦しない会杜が25．0％あることは注目される。これらの不配賦
理由としては，本杜費管理の不能と配賦の窓意性をあげる会杜が6割に及んで
いるo
③電算都費の配賦基準
　電算部費を利用部門に配賦する場合，いかなる基準を使用しているかについ
ての実態は，次のとおりである竈
　。売上高一…一…一・…一一一27杜　2ム3％
竈注文金額……
。配賦前総費用…
。直接費……
。使用総資本一一　・……
O．0
0．0
4．5
3．6
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。標準時間……………・・・・…　　　　o
。見積時問（見積使用高）一・　　　　2
。作業時聞（機械運転蒔問）・・　　　　1
。コソピュータ稼動時間…一・　　　’‘14
。データ処理の作業時陽………　　　21
。従業員数一……………・・・　　…10
。購入注文書数一…一・・……・　　　　0
。各種要素を併用した公寿一　　……8
。その他………………・・・・・　　…19
。合　　計　　　　　　　　　　m
0．0
1．8
0，9
12，6
18．9
9．O
O．0
7，2
17．2
100．0
　わが国では，電算部費の配賦基準として売上高を使用する会社が最も多く，
約4分の1に達しているが，コソピュータ稼動時間やデータ処理時聞等を使用
することが望まれる。
注（1）J．M．Fremgen　and　S－S．Liao，“The　A11ocation　of　Corporate　Indirect
　Costs，”Natlo口a1Assoc1atlon　of　Accoul1tants，1981
（2）State醐ent　on　Ma㎜geme口t　A㏄omt1口g　No4B，“A11㏄atlo匝oi　Semce
　aI1d　A出ninistrative　Costs，”：SMA4B，吻刎g舳肋玄λ‘ω舳κ”g，Nationa1
　A鵠㏄iation　of　A㏄ountaots，Sep仁1985，pp．55～58．
　（3）SMA4B，ib蛆，6，⑳～⑳・
（4）SMA4B，op・ciむ，6，⑲～㊧。
　（5）Stateme匝t　on　Manage㎜ent　Accomting　No．4F，“AlI㏄ation　o｛I口fomation
　Systems　Costs，”：SMA4F，〃6舳μ㈱〃λ㏄o伽伽g，Nati㎝al　Ass㏄iation　o｛
　A㏄omtants，Feb・1987，PP．56～59，③～⑤．
（6）SMA4F，ibid．，⑥。
（7）SMA4F，ibid。⑦～⑪．
　（8）SMA4B，op－cit．，⑳。
　（9）SMA4F，op－cit．，⑫．
⑩SMA4F，op．cit．，⑭and⑲一
　㈹SMA4F，op．cit。，⑬。
　⑫SMA4F，oレcit叩⑮～⑱一
　⑬　SMA4B，op－cit．，⑱．
　⑭SMA4F，op．cit．，⑳．
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蝸SMA4F，op．cit．，⑳～⑳．
⑯SMA4F，op．cit．，㊧and④a．
⑰　U，S．General　Accomting　O価ce，“Guidelines　for　Automatic　Data　Process－
　ing　Costs，”1978．
⑱　Fre】血gen　alld　Liao，op．ciヒ，p．65，p．35，p37，p．39，p，41and　p．52．
⑲　西澤脩稿「わが国主要会杜の本杜費・金利会計の実態」『産業経営』早稲田大学
　産業経営研究所，1988年12月，8頁，14頁及び30頁。
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